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民
法
（
債
権
法
）
改
正
に
つ
い
て
～
消
滅
時
効
②
～ 
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「
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
時

か
ら
５
年
間
」
に
な
る
で
し
ょ
う
。 

会
社
が
当
事
者
と
な
る
契
約
に
基
づ

く
債
権
に
限
れ
ば
、
改
正
前
も
、
原
則

と
し
て
、
商
事
消
滅
時
効
に
よ
っ
て

「
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
時

か
ら
５
年
間
」
で
し
た
の
で
、
あ
ま
り

変
化
は
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

も
っ
と
も
、
従
来
、
民
法
上
の
短
期

消
滅
時
効
が
適
用
さ
れ
て
い
た
債
権
に

つ
い
て
は
、
変
化
が
あ
り
ま
す
。
例
え

ば
、
「
生
産
者
、
卸
売
商
人
又
は
小
売

商
人
が
売
却
し
た
産
物
又
は
商
品
の
代

価
に
係
る
債
権
」
（
民
法
１
７
３
条
１

号
）
に
つ
い
て
は
、
改
正
民
法
が
適
用

さ
れ
る
も
の
は
５
年
間
と
な
り
ま
す

が
、
改
正
民
法
が
適
用
さ
れ
な
い
も
の

は
２
年
間
と
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、

改
正
民
法
が
適
用
さ
れ
る
債
権
か
ど
う

か
確
認
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
す
。 

な
お
、
労
働
者
の
賃
金
債
権
は
、
改

正
民
法
施
行
後
も
、
引
き
続
き
２
年
間

で
す
（
労
働
基
準
法
１
１
５
条
）
。 

 

今
回
も
、
前
回
に
引
き
続
い
て
、
消

滅
時
効
に
つ
い
て
、
ご
紹
介
さ
せ
て
頂

き
ま
す
。
今
回
は
、
改
正
民
法
が
適
用

さ
れ
る
範
囲
と
、
改
正
民
法
施
行
後
の

注
意
点
に
つ
い
て
で
す
。 

 

改
正
民
法
が
適
用
さ
れ
る
範
囲 

 

左
の
「
時
事
ニ
ュ
ー
ス
」
欄
記
載
の

と
お
り
、
改
正
民
法
は
、
平
成
３
２
年

４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。
も
っ
と
も
、
改
正
民
法
施

行
日
以
後
は
、
直
ち
に
全
て
の
債
権
に

改
正
民
法
が
適
用
さ
れ
る
、
と
い
う
わ

け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

消
滅
時
効
の
期
間
に
関
し
て
は
、
①

施
行
日
前
に
債
権
が
発
生
し
て
い
る
場

合
、
又
は
②
施
行
日
以
後
に
債
権
が
発

生
し
た
が
、
そ
の
原
因
と
な
る
契
約
が

施
行
日
前
に
締
結
さ
れ
て
い
る
場
合
に

は
、
改
正
民
法
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と

に
な
っ
て
い
ま
す
（
附
則
１
０
条
）
。 

な
お
、
継
続
的
な
取
引
の
契
約
に

は
、
自
動
更
新
の
規
定
が
設
け
ら
れ
て

い
る
場
合
も
多
く
み
ら
れ
ま
す
が
、
こ

の
場
合
、
施
行
日
前
に
契
約
が
締
結
さ

れ
て
い
れ
ば
、
施
行
日
後
に
自
動
更
新

さ
れ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
②
の
場
合

に
該
当
す
る
と
解
さ
れ
ま
す
。 

も
っ
と
も
、
取
引
基
本
契
約
が
施
行

日
前
に
締
結
さ
れ
、
そ
れ
に
基
づ
く
個

別
契
約
が
施
行
日
後
に
締
結
さ
れ
て
い

る
場
合
に
は
、
個
別
契
約
に
基
づ
い
て

発
生
す
る
債
権
に
つ
い
て
は
、
改
正
民

法
が
適
用
さ
れ
る
と
解
さ
れ
ま
す
。 

 

改
正
民
法
施
行
後
の
注
意
点 

 

前
回
ご
紹
介
さ
せ
て
頂
い
た
と
お

り
、
契
約
に
基
づ
く
債
権
の
消
滅
時
効

の
期
間
は
、
改
正
後
は
、
「
債
権
者
が

権
利
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

を
知
っ
た
時
か
ら
５
年
間
」
又
は
「
権

利
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
か
ら

１
０
年
間
」
の
い
ず
れ
か
早
い
方
と
な

り
ま
す
。
多
く
の
場
合
に
は
、
結
局
、

ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー 

弁
護
士
法
人

今
津
法
律
事
務
所 

 

無
期
転
換
ル
ー
ル
の
本
格
的
な
開
始 

平
成
２
５
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ

て
い
る
改
正
労
働
契
約
法
で
は
、
有
期
労

働
契
約
が
、
一
定
の
場
合
に
、
無
期
労
働

契
約
へ
と
転
換
す
る
ル
ー
ル
が
定
め
ら
れ

ま
し
た
。
本
年
（
平
成
３
０
年
）
４
月
１

日
以
降
、
こ
の
ル
ー
ル
の
適
用
が
、
本
格

的
に
開
始
さ
れ
ま
す
。 

 

【
無
期
転
換
ル
ー
ル
の
概
要
】 

同
一
の
使
用
者
と
の
間
で
締
結
さ
れ
た

有
期
労
働
契
約
が
、
反
復
更
新
さ
れ
て
通

算
５
年
を
超
え
る
場
合
、
労
働
者
の
申
込

み
に
よ
っ
て
、
無
期
労
働
契
約
へ
と
転
換

さ
れ
ま
す
（
労
働
契
約
法
１
８
条
１

項
）
。
下
の
（
図
）
の
例
で
は
、
５
回
目

の
更
新
後
に
、
通
算
５
年
を
超
え
る
こ
と

に
な
る
た
め
、
５
回
目
の
更
新
後
の
平
成

３
０
年
４
月
１
日
以
降
に
労
働
者
が
申
込

み
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
無
期
労
働
契
約

に
転
換
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

転
換
後
の
労
働
条
件
は
、
別
段
の
定
め

が
な
い
限
り
、
有
期
労
働
契
約
の
内
容
を

引
き
継
ぐ
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。 

無
期
転
換
ル
ー
ル
は
、
平
成
２
５
年
４

月
１
日
以
降
に
開
始
し
た
有
期
労
働
契
約

が
対
象
の
た
め
、
本
年
４
月
１
日
以
降
、

本
格
的
に
開
始
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

 

【
企
業
と
し
て
の
対
応
】 

■
無
期
転
換
ル
ー
ル
の
適
用
が
想
定
さ
れ

る
場
合
に
は
、
無
期
労
働
契
約
に
転
換
さ

れ
た
後
の
労
働
条
件
を
ど
の
よ
う
に
設
定

す
る
か
を
検
討
し
、
就
業
規
則
を
整
備
し

て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ま
す
。 

■
無
期
転
換
ル
ー
ル
の
適
用
を
回
避
す
る

場
合
に
は
、
有
期
労
働
契
約
が
通
算
５
年

を
超
え
な
い
よ
う
に
運
用
し
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。
も
っ
と
も
、
専
ら
無
期
転

換
ル
ー
ル
の
適
用
回
避
を
目
的
と
し
て
一

方
的
に
行
っ
た
雇
止
め
は
、
効
力
を
否
定

さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。
雇
止
め
の

効
力
が
否
定
さ
れ
な
い
よ
う
、
有
期
労
働

契
約
締
結
時
に
、
更
新
限
度
に
つ
い
て
明

確
に
説
明
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
す
。 

■
定
年
後
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
る
有
期
雇

用
労
働
者
等
に
関
し
て
は
、
都
道
府
県
労

働
局
長
の
認
定
を
受
け
て
お
く
こ
と
に

よ
っ
て
、
無
期
転
換
ル
ー
ル
の
対
象
外
と

す
る
こ
と
が
可
能
で
す
（
有
期
特
措
法
８

条
２
項
・
２
条
３
項
２
号
）
。 
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時
事
ニ
ュ
ー
ス 

～ 

改
正
民
法
の
施
行
日
の
決
定 

～ 

昨
年
（
平
成
２
９
年
）
５
月
に
成
立
し
た
改
正
民
法
の
施
行
日
が
、
昨
年
１
２
月
、
政
令
に
よ
っ
て
、

平
成
３
２
年
（
２
０
２
０
年
）
４
月
１
日
と
定
め
ら
れ
ま
し
た
。 

も
っ
と
も
、
施
行
日
に
関
し
て
は
２
つ
例
外
が
あ
り
、
特
に
、
定
型
約
款
に
関
す
る
点
が
重
要
で
す
。

す
な
わ
ち
、
改
正
民
法
の
定
型
約
款
に
関
す
る
規
定
は
、
施
行
日
前
に
締
結
さ
れ
た
契
約
に
も
適
用
さ
れ

ま
す
が
、
契
約
当
事
者
の
一
方
が
、
施
行
日
で
あ
る
平
成
３
２
年
４
月
１
日
ま
で
に
反
対
の
意
思
表
示
を

行
っ
た
場
合
に
は
、
改
正
民
法
の
定
型
約
款
に
関
す
る
規
定
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
そ
の
「
反
対
の
意
思

表
示
」
に
関
す
る
規
定
に
つ
い
て
は
、
本
年
（
平
成
３
０
年
）
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
す
。 

改
正
民
法
の
定
型
約
款
に
関
す
る
規
定
の
内
容
は
、
次
回
以
降
、
右
の
連
載
で
ご
紹
介
致
し
ま
す
。 

 

大
寒
の
候
、
皆
様
に
は
益
々
ご
健
勝
の
こ
と
と
お
喜
び
申
し
上
げ
ま
す
。
本
年
の
皆
様
の
益
々
の
ご
健
康
と

ご
発
展
を
心
よ
り
祈
念
い
た
し
ま
す
。
本
年
も
ど
う
ぞ
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。 

弁
護
士 

今
津 

泰
輝 


